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抄　録
　家族の負担を最小限にしながら高齢者が住み慣れた環境で最期を迎えるためには，介
護保険の地域密着型事業所である認知症グループホームや小規模多機能型居宅介護事業
所において，看取りを実施することが求められる．本研究の目的は，看取り介護指針の
策定に管理者のリーダーシップが発揮されることに着目し，これら二類型の事業所にお
いて，管理者のリーダーシップと運営推進会議が，看取り介護の促進に寄与することを
示すことである．調査によって得られたデータを分析した結果，看取り介護指針を管理
者を中心とした関係職種の協議により策定している事業所は，未策定の事業所よりも，
看取り介護の実施体制を整備し，運営推進会議を活用して地域のステークホルダーとの
関係構築に努めており，管理者のリーダーシップと運営推進会議の活用が，看取り介護
を促進するための要件であることが明らかになった．
キーワード：看取り，アドミニストレーション，運営推進会議，地域密着型サービス
　Ⅰ　はじめに
　厚生労働省（2008）によると，自身に介護が必要になった場合，「家族に依存せずに生活でき
るような介護サービスがあれば自宅で介護を受けたい」が 46％で最も多く，次が「自宅で家族
の介護と外部の介護サービスを組み合わせて介護を受けたい」で 24％，「有料老人ホームや介護
保険施設への入所希望」が 19％，「医療機関に入院して介護を受けたい」が 2％であった．他方，
両親に介護が必要となった場合は，「自宅で家族の介護と外部の介護サービスを組み合わせて介
護を受けさせたい」が 49％で最も多く，次が「家族に依存せずに生活できるような介護サービ
スがあれば自宅で介護を受けさせたい」で 27％，「有料老人ホームや介護保険施設への入所希望」
が 11％，「医療機関に入院して介護を受けさせたい」が 2％であった．そして「自宅で家族を中
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心に介護を」との希望は，どちらの立場からも 4％であった．
　どこで最期を迎えるかは本人の選択に委ねられるが，今後は，年齢を問わず一人暮らしが増え
ること，子どもや周囲に頼らないという意識が広まっていること，出産・子育て・介護などを理
由に離職しない就業環境が一層拡充されるであろうこと，等により，独居を基本的な条件として
看取りを考えなければならない．そして，世話をする側もされる側も，それぞれの生活環境をで
きるだけ崩さないでゆるやかに状況の変化に対応できるようにすることが望ましい．そのために
は，介護保険の地域密着型事業所，とりわけ在宅生活に近い環境での生活を目指す認知症対応型
共同生活介護事業所（以下，「認知症グループホーム」と言う．）や，利用者が自宅と施設を往き
来する小規模多機能型居宅介護事業所において，介護職による看取り（以下，「看取り」または
「看取り介護」と言う．）を実施することが必要である．これは，住み慣れた地域で自分らしい暮
らしを人生の最期まで続けることができるよう，住まい・医療・介護・予防・生活支援の一体的
提供を目指す地域包括ケアシステムの理念とも合致する．しかしながら，これら二類型の地域密
着型介護事業所における看取りの実施体制の整備状況は，十分に明らかにされていない．
　地域密着型事業所は，終末期ケアや看取りをサービスの重要な一部として捉えており（永田・
北村　2014，永田・清永・堤ほか　2016），これらの事業所における看取り介護実践は，看護師
など医療職の配置の有無に影響されるものではなく，事業所の経営者の方針や地域の慣習，管理
者と職員の決断や覚悟の有無，などによって左右されることが示唆されている（永田・北村・本
郷ほか 2013，永田　2017）．また，地域住民と良好な関係を構築するとともに，家族や利用者と
のつながりを重視したケアを提供することで，看取りを行っている事業所が存在する（永田・北
村・本郷ほか 2013，永田・北村・松本ほか 2014）．そして，これらすべての研究において，看取
りは職員のやりがいにつながることが示されている．しかし，看取り体制の整備状況や看取りの
促進要因については明らかでない．
　地域密着型サービスには，小規模で実施されるサービスであるにとどまらず，地域に根差した
サービスであることや透明性の高いサービスであることが求められ，これを実践するために，運
営推進会議というシステムが設けられている．運営推進会議には，情報提供機能，教育研修機
能，地域連携・調整機能，地域づくり・資源開発機能，評価機能，などがあるとされ（日本認知
症グループホーム協会　2010，2017），地域との橋渡し機能が期待できることから，これを地域
と良好な関係を構築するための場として活用することが有効である（菊池 2015，2017）．渡辺
（2015）も，運営推進会議を活かした取り組みを，認知症グループホーム・小規模多機能型居宅
介護事業所の課題として挙げている． 
　Ⅱ　研究の目的
　これまでの調査・研究において，看取り介護を実施している事業所では，管理者が看取り実施
の方針や決意を示し，事業所外の関係者と良好な関係を構築し，介護職員を支えていることが示
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されている．ここから導かれるのは，地域密着型事業所において看取りを促進するためには，介
護職員が安心して看取りに取り組むことのできる環境の創出が必要であること，介護職員の看取
りへの主体的な取り組みと安心は，管理者からの支援と，利用者家族，行政機関，地域包括支援
センターやケアマネジャー，民生委員や自治会長など地域のリーダーたちからの支持によって得
られること，そしてそのような支持は運営推進会議を活用して獲得することが得策である．本研
究は，認知症グループホームと小規模多機能型居宅事業所を対象として質問紙調査を実施し，看
取り介護指針を管理者を中心とした関係職種の協議により策定していることを，管理者がソー
シャルワークのアドミニストレーターとしての責任を果たしていることを示しているものと捉
え，看取り体制の整備状況と運営推進会議の開催状況を，指針を策定しているか否かによって分
析し，管理者がアドミニストレーターとして運営推進会議を活用することが，これら二類型の事
業所での看取りの促進要件となることを示すことを目的とする．
　Ⅲ　調査の実施
　１　調査の概要
　政令指定都市である県庁所在地を持つ A県，数十万人規模の地方都市がいくつか存在する B
県（人口約 170万人）と C県（人口約 100万人）の 3県の認知症グループホームならびに小規
模多機能型居宅介護事業所を対象として，調査を実施した．全事業所から無作為に抽出した 821
事業所の管理者宛に調査票を送付し，256事業所から回答を得た（回答率 31％）．調査票は，こ
れまでに行われてきた研究と調査（全国小規模多機能型居宅介護事業者連絡会　2013，日本認知
症グループホーム協会　2010，2017）を参考にして構成し，看取り介護の実施状況，運営推進会
議のメンバー・プログラム，管理者の特性，管理運営に関わる管理者の実践，についてたずねた．
　２　倫理的配慮
　本調査は，山口大学大学院医学系研究科保健学専攻医学系研究倫理審査委員会ならびに日本福
祉大学「人を対象とする研究」に関する倫理審査委員会の承認を得て実施した．また，調査票送
付の際の依頼文書において調査の趣旨，協力は管理者の自由意思にもとづき行うものであるこ
と，等を説明した．
　３　分析の枠組
　回答を得た 256事業所中，2016年度に死亡退所があったとする事業所が 92か所，うち事業所
内で看取りを実施したのは 54か所，当該年度中に死亡退所がなかった事業所は 104か所であっ
た．本人と家族の意思確認，医療との連携構築など，看取りを実施するための条件整備に対する
取り組みの違いは，施設内で看取り介護を実施した事業所と実施しなかった事業所とを比較する
ことによって明らかになるであろうが，地域密着型事業所は小規模であることから，調査対象年
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度中に死亡退所が発生しない可能性があり，これらの事業所を看取り介護を実施していない事業
所として扱うことは，死亡退所が発生していたら看取り介護を実施したはずである事業所を除外
することになる．
　これに関連して，看取り介護加算あるいは看取り連携体制加算を届け出ていない事業所にその
理由（複数回答）をたずねたところ，「常勤看護師を一人以上配置できないから」（101件）とい
う回答が最も多く，以下「医師や医療機関との連携体制を確保できないから」（52件），「看護職
員とのオンコール体制を確保できないから」（38件），「指針やマニュアルを策定できないから」
（27件），であった．看取り介護を施設内で実施した 54事業所のうち，18事業所（33％）は看取
り介護加算・看取り連携体制加算を届け出ていなかった．これら 18事業所のうち 15事業所が，
看護師の配置ができないことをその理由として挙げており，看護師を配置できなくとも，あるい
は看護師との連携体制を確保できなくとも，看取り介護が実施されている．また，加算を届けて
いない事業所に，看取り介護を実施しない理由（複数回答）をたずねたところ，「事業所として
実施しないことにしているから」（42件），「医療との連携体制を確保できないから」（35件），
「介護職員の不安が強いから」（34件），「看取り期になると病院に搬送することにしているから」
（33件），「オンコール体制を確保しても介護職員の不安が強いから」（30件），「看取り期になる
と家族が病院への搬送を希望するから」（25件）などの回答が得られた．以上のことから，事業
所としての方針や意思決定，管理者による実施体制やサポート体制の有無が看取りの実施に影響
を与えていることがわかる．
　以上のことから，管理者のアドミニストレーターとしての在り様が看取り促進の鍵であり，そ
の在り様は，コミュニケーションを重視するリーダーシップであることが望ましく，そのような
リーダーシップは看取り介護指針の策定過程において発揮されると考えられる．よって，看取り
介護指針を管理者を中心とした関係職種の協議により策定している 122事業所と，策定していな
いか策定中・計画中であると回答のあった 130事業所に区分し，看取り介護実施体制の整備状
況，運営推進会議の実施状況，管理者の経験・専門性，組織やサービスの運営管理の違いを，カ
イ 2乗検定（5％水準）により分析した．
　Ⅳ　結果
　調査データの分析にあたり，看取り介護指針を管理者を中心とした関係職種の協議により策定
している事業所群を A群，策定していない事業所群を B群とした．なお，2016年度中に実際に
看取りが行われた事業所の割合は，A群で 38％，B群で 17％である．
　１　看取り介護実施体制の整備
　看取り介護の実施体制を整備するために必要であると考えられる項目についての回答をまとめ
たものが，表 1である．すべての項目について，A群と B群の差は有意であった．また調査票
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の自由記述欄に，事業所での看取りの実施について，地域包括支援センターでの講習会で説明，
見学者に説明，運営推進会議で説明，家族に事例を伝える，機会があれば実施状況を説明，とい
う A群の回答者による記載があった．
　２　運営推進会議の構成員，プログラム，管理者による会議の有用性・有効性認識
　運営推進会議のメンバーについて，本調査では，表 2の項目を選択肢として提示した．選択肢
にないメンバーがいる場合は追加記入できるようにしたが，回答者による追加記載はなかった．
上位に位置し，会議の主要メンバーとなっているのは，利用者家族，民生委員，自治会・町内会
代表，地域包括支援センターであり，A群と B群で，運営推進会議のメンバー構成の違いはほ
とんど見られなかった．両群で有意差があったのは，利用者家族，学識経験者，幼稚園・保育
所・学校関係者，の 3項目である．ただし，利用者家族が A・Bどちらの群においても会議の
第一の構成メンバーであるのに対して，学識経験者をメンバーとする事業所は A群で 25％，B
群で 14％であり，幼稚園・保育所・学校関係者をメンバーに加えている事業所は，A群で 9％，
B群で 3％に過ぎない．
　運営推進会議でどのような報告が行われ，またどのような議題が取り上げられているかを，表
3に示した．有意差のあった項目は，職員研修報告，職員配置・異動報告，実地指導報告，事業
所理念・サービス提供方針，食事・健康管理・感染症予防，ターミナルケア・看取り，介護保険
制度・介護報酬，身体拘束・虐待防止，事業所の将来計画，の 9項目であった．事業報告はすべ
ての事業所で必ず行われており，その他有意差のなかった項目は，行事報告，地域との交流報
表 1　看取り介護の実施体制
項　　目
指針有り（A）
（n=122）
指針無し（B）
（n=130）
全体
（n=256）
（ア）利用者の変化を記録し関係職種で随時共有 117（96%） 90（69%） 208（81%）
（イ）利用者入院後の家族支援と関係機関への情報提供 102（84%） 95（73%） 198（77%）
（ウ）医師・医療機関との連携体制確保 113（95%） 75（58%） 190（74%）
（エ）職員が葬儀に参列・職員と家族のお別れ会など 106（87%） 77（59%） 185（72%）
（オ）看護職員のオンコール体制確保 101（84%） 50（39%） 151（59%）
（カ）看取り介護時に個室利用 99（81%） 44（34%） 143（56%）
（キ）看取り介護に関する職員研修 87（75%） 28（22%） 116（45%）
（ク）介護職員が行う観察項目の標準化 80（68%） 35（27%） 115（45%）
（ケ）看取り期の医療内容の書面による説明と意思確認 91（86%） 21（16%） 113（44%）
（コ）看取り介護計画の随時説明と同意取得 88（72%） 20（15%） 108（42%）
（サ）職員のグリーフケア 60（49%） 16（12%） 77（30%）
（シ）看取り介護終了後の振り返り 57（47%） 14（11%） 71（28%）
（ス）看取り介護指針・体制の実績を踏まえた見直し 62（51%） 9（7%） 71（28%）
（セ）家族のグリーフケア 50（41%） 10（8%） 61（24%）
（ソ）看取り介護についての家族等への報告会 33（27%） 9（7%） 42（16%）
（タ）地域住民・家族対象の看取りに関する啓発活動 18（15%） 5（4%） 36（14%）
カイ 2乗検定による有意確率は，全項目　p＜.01　であった．
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表 2　運営推進会議のメンバー
項　　目
指針有り（A）
（n=122）
指針無し（B）
（n=130）
カイ 2乗検定による
有意確率
利用者家族 119（98%） 119（92%） .038*
民生委員 105（86%） 110（85%） .745
自治会・町内会代表 105（86%） 106（82%） .331
地域包括支援センター 90（74%） 106（82%） .138
市町村職員 79（65%） 74（57%） .203
利用者 69（57%） 60（46%） .099
他事業所の管理者 30（25%） 35（27%） .672
学識経験者 31（25%） 18（14%） .020*
老人クラブ 18（15%） 16（12%） .570
ボランティア活動グループ 16（13%） 19（15%） .731
介護相談員 15（12%） 19（15%） .590
介護経験者 16（13%） 11（9%） .233
地域の医療関係者 13（11%） 11（9%） .553
幼稚園・保育所・学校関係者 11（9%） 4（3%） .046*
認知症サポーター 8（7%） 4（3%） .195
地域の NPO法人 0（0%） 3（1%） .091
商店会 1（1%） 1（1%） .964
＊ p＜.05
表 3　運営推進会議のプログラム
項　　目
指針有り（A）
（n=122）
指針無し（B）
（n=130）
カイ 2乗検定による
有意確率
事業内容報告 122（100%） 130（100%） ―
行事報告 114（93%） 120（92%） .727
地域との交流報告 105（86%） 102（79%） .115
防災訓練・非常時対応 101（83%） 102（79%） .386
自己評価・第三者評価報告 99（81%） 93（72%） .073
利用者家族の意見・要望 92（75%） 96（74%） .776
事故・ヒヤリハット報告 88（72%） 88（68%） .443
職員研修報告 83（68%） 70（54%） .021*
職員配置・異動報告 78（64%） 63（49%） .013*
実地指導報告 74（61%） 61（47%） .029*
事業所理念・サービス提供方針 71（58%） 58（45%） .031*
食事・健康管理・感染症予防 70（57%） 52（40%） .006*
ターミナルケア・看取り 58（48%） 9（7%） .000*
年間目標 56（46%） 56（43%） .652
介護保険制度・介護報酬 43（35%） 25（19%） .004*
身体拘束・虐待防止 41（34%） 21（16%） .001*
ケース検討会 33（27%） 26（20%） .187
認知症学習会・啓発 31（25%） 24（19%） .182
事業所の将来計画 29（24%） 16（12%） .018*
経営状態報告 28（23%） 20（15%） .126
＊ p＜.05
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告，防災訓練・非常時対応，自己評価・第三者評価，利用者家族の意見・要望，事故・ヒヤリ
ハット報告，年間目標，ケース検討会，認知症学習会・啓発，経営状態報告，の 10項目であっ
た．
　運営推進会議の有用性・有効性について，管理者がどのように考えているかをたずねたとこ
ろ，表 4の結果が得られた．会議が地域に開かれた事業所となるために有用・有効であるか否か
の認識において A群と B群に有意差はなかったが，サービスの質の維持・向上，地域との摩擦
防止と事業のスムーズな運営，地域の人的・物的資源の掘り起こし，の 3項目について，その差
は有意であった．
項　　目
指針有り（A）
（n=122）
指針無し（B）
（n=130）
カイ 2乗検定による
有意確率
地域に開かれた事業所となるために有
用・有効である
110（90%） 107（82%） .101
事業所のサービスの質の維持・向上に
貢献する
108（89%） 100（77%） .025*
地域との摩擦を防止し事業のスムーズ
な運営に寄与する
105（86%） 96（74%） .008*
会議に住民代表が参加することで地域
の人的・物的資源の掘り起こしにつな
がる
104（85%） 95（73%） .035*
＊ p＜.05
表 4　運営推進会議の有用性・有効性に対する管理者の意見
　３　管理者の資格・経験
　管理者が保持している資格については，介護福祉士資格のみの人が 74％を占め，看護師資格
のみが 8％，介護福祉士と社会福祉士の組み合わせが同じく 8％であった．そして，介護福祉士
資格と看護師資格の組み合わせと，社会福祉士資格と看護師資格の組み合わせが，どちらも 1％
であった．
　現職に就くまでに経営の経験がある人は 25％，経験年数の幅は 1年～ 28年半（平均 8年 6か
月，最頻値 10年）であった．会計の知識については，「あまりない」との回答が 46％ ，「必要
な程度は持っている」が 46％，「相当詳しい」が 1％であった（n=243）．また人事・労務管理経
験については，「なし」が 78％，「あり」が 19％であった（n=256）．
　４　管理者の専門性認識と実践
　管理者の専門性がどこにあるかという認識については，スーパービジョンや研修など，職員の
資質向上を中心とする人材開発に専門性があるとの回答が最も多く，以下，人事管理，福祉（相
談），介護，人材確保，福祉（コミュニティの開発・組織化），経営，看護と続く．A群と B群
の差が有意であったのは，人材確保のみであった．
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　管理者としての実際の仕事内容を示したものが，表 5である．A群と B群の差が有意であっ
たのは，行政機関との関係構築・維持，地域貢献，人材の確保・管理・開発，ボランティアの活
用，職員処遇の維持・改善，地域のネットワークづくり，地域の福祉ニーズの把握や掘り起こ
し，の 7項目であった．これに対して，自治会や民生委員との関係構築，財政の健全化，地域資
源の開発，利用者家族の組織化，経営や管理運営に関する情報公開，住民啓発，新たな資源開
発，について有意差はなかった．
　地域との関係構築や資源開発に関して，別途 7項目を設定して質問した結果が表 6である．ボ
ランティアの有効活用や地域住民との交流については，両群とも 88％以上の実施率で有意差は
なく，地区自治活動への協力，地域資源の活用，地域住民や自治会との関係構築のための工夫，
地域ネットワークへの加入，の 4項目については，両群の差が有意であった．ただし，地域ニー
ズの掘り起こしの工夫について，両群ともその実施率は高くなかった．
項　　目
指針有り（A）
（n=122）
指針無し（B）
（n=130）
カイ 2乗検定による
有意確率
地区自治会との関係構築・維持 102（84%） 96（74%） .059
行政機関との関係構築・維持 98（80%） 86（66%） .011*
地区民生委員との関係構築・維持 96（79%） 90（69%） .088
地域貢献（地域への協力，専門知識の
提供など）
89（73%） 73（56%） .005*
人材確保，人材・労務管理，人材開発 88（72%） 78（60%） .042*
ボランティアの活用 85（70%） 73（56%） .027*
職員の処遇の維持・改善 78（64%） 65（50%） .026*
地域のネットワークづくり 61（50%） 44（34%） .009*
経営・事業所財政の健全化（赤字を出
さない経営）
59（48%） 52（40%） .182
地域の福祉ニーズの把握・掘り起こし 48（39%） 30（23%） .005*
地域資源の発掘 46（38%） 46（35%） .702
利用者家族の組織化（家族会の立ち上
げやその活動支援など）
40（33%） 34（26%） .248
経営状態やサービスの運営・管理状況
など事業内容の公開
38（31%） 43（33%） .743
地域住民の啓発 36（30%） 28（22%） .146
不足している地域資源の新たな構築・
創出
17（14%） 18（14%） .984
＊ p＜.05
表 5　管理者として実際に行っていること
　Ⅴ　考察
　１　看取り介護実施体制の整備について
　表 1の各項目は，看取りを実施する際に事業所として整備すべき項目である．両群とも，記録
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の重要性を認識するとともに情報を共有し，医療や看護との連携体制構築に努め，職員が葬儀に
参列したり，お別れ会を実施したりしている．これら 4項目は，要介護高齢者を対象とするサー
ビスに不可欠な項目でもあり，実施率の高さは当然の結果である．また B群では，上位 4項目
と 5位以下の看取り介護の実施と密接に関連する項目との，実施率の違いが大きいようである．
ただし，グリーフケア，看取り後の振り返り，看取り介護指針の見直し，看取り介護実施体制の
見直し，報告会の開催，家族や地域住民を対象とした看取りに関する啓発活動，の実施率は A
群においても高くない．看取り介護についての家族への報告や住民・家族への啓発の取り組み
は，運営推進会議の活用が検討されてよい項目であり，すべての事業所にとって今後の課題であ
る．家族に報告するためには，ていねいな振り返りが必要であり，振り返りは実践の見直しと質
の向上につながる．総合すると，A群では B群よりも，看取り介護の実施体制が整備されてい
ると言うことができるが，看取りを促進するためには，両群ともに，実施率の低い項目について
の取り組みが求められる．
　２　運営推進会議の構成員，プログラム，管理者による会議の有用性・有効性認識について
　運営推進会議は，利用者，市町村職員，地域の代表者等に対して，提供しているサービス内容
を明らかにし，地域に開かれた事業所としてサービスの質を確保するために，各事業所が自ら設
置すべきものであり，会議のメンバーについては，利用者，利用者の家族，地域住民の代表者，
地域包括支援センターの職員，当該サービスについて知見を有する人などが想定されている（厚
生労働省　2008）．運営推進会議を事業所が自ら設置すべきであるということは，会議の開催と
運営にイニシアティブの発揮が期待されているということであろう．会議をどれだけ有効に活用
するかは管理者の意識の程度，すなわちリーダーシップにかかっている．地域に開かれたサービ
スにすることでサービスの質の確保を図るということを看取りにあてはめると，運営推進会議を
活用して事業所での看取りを地域に開かれたものとすることで，看取り介護の質を確保するとい
項　　目
指針有り（A）
（n=122）
指針無し（B）
（n=130）
カイ 2乗検定による
有意確率
ボランティアを有効に活用したいと思う 119（98%） 123（95%） .178
地域住民との交流の機会がある 116（95%） 114（88%） .055
地区自治活動への協力に努めている 102（84%） 83（64%） .001*
無償・有償を問わず地域の物的・人的
資源を活用している
96（79%） 83（64%） .031*
地域住民や自治会と関係を構築するた
めの工夫がある
88（72%） 70（54%） .003*
事業所も地域のネットワークに入って
いる
70（57%） 54（44%） .018*
地域ニーズを掘り起こすための工夫が
ある
49（40%） 37（29%） .050
＊ p＜.05
表 6　地域社会との関係構築・資源開発に関連する項目
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うことになる．何を以て事業所が地域に開かれていると考えるか，すなわち，会議をどのような
メンバーで組織するか，何を報告・協議するか，メンバーからどのような情報を引き出すか，メ
ンバーに何を期待するか，ということが，事業所で介護職が看取ることへの理解を地域から得ら
れるか否かに影響する．そして，利用者家族を含む地域のさまざまなステークホルダーの理解
は，介護職員が看取り介護に取り組む際の不安の軽減につながるであろう．
　まず，運営推進会議の核となるメンバーの上位は，利用者家族，民生委員，自治会や町内会の
代表，地域包括支援センターの四者である．いずれも 100％ではないものの，これらの関係者が
会議の主要メンバーであることは間違いなく，どの事業所も厚生労働省の資料に示されている内
容に沿って運営推進会議を開いている．運営推進会議を開く際に，利用者家族を構成員としない
ということは考えにくいが，A群では 2％，B群では 8％の事業所が利用者家族をメンバーとし
ていない．無記名調査の限界として記載内容のフォローアップはできないことから，記入漏れか
どうかは不明である．A群の方が B群よりも，利用者家族，学識経験者，幼稚園・保育所・学
校関係者を運営推進会議のメンバーに加える傾向があり，開かれた事業所を目指すとともに，最
新の研究成果に関心を寄せてサービスの質を高めようという意識のあることが伺える．また，デ
イサービスなど高齢者介護サービスで子どもたちの訪問が歓迎されるように，子どもと高齢者の
親和性は良い（鎌田 2000）．幼稚園・保育所・学校関係者との関係構築は，閉鎖的な環境に陥り
がちな高齢者介護事業所において，利用者に子どもたちとの交流を持つ機会を与えたいという意
図であり，子どもたちが帰宅後家族に経験を話すことによる啓発効果も期待でき，開かれた事業
所を実現するために有効な方法である．
　次に会議の内容であるが，表 3のとおり，事業報告，利用者家族の意見・要望の紹介，事故・
ヒヤリハット報告が，どの運営推進会議においてもまず行われている．看取りの実施率とも関連
するターミナルケアや看取りの報告は，B群ではあまり行われていない．A群と B群で有意差
が見られた項目は，職員研修，人事異動，実地指導，介護保険制度に関する説明や報告，事業所
の理念・方針や将来計画，食事や健康管理，拘束・虐待防止，である．これは，ステークホル
ダーへの説明責任，将来を見据えた戦略の必要性，サービスの質の向上などに対する関心の高さ
を示しており，A群において管理者のリーダーシップが発揮されていると考えることができる．
ただし，ケース検討会，認知症学習会や認知症の啓発については，両群とも実施率が低い．これ
らが運営推進会議以外の機会に実施されているかどうかは不明であるが，実施されていればその
報告が会議で行われているであろう．認知症高齢者にとって，施設入所など大きな環境の変化を
回避することは重要であり，認知症グループホームは，環境変化を最小限にするために一般住居
に近い生活環境を整えてケアを提供し，小規模多機能型居宅介護は，自宅での生活を継続するた
めに多様な支援を提供する．認知症施策は喫緊の課題であるが，認知症高齢者にとって，これら
二類型のサービスは重要な資源である．地域で暮らす認知症高齢者とその家族への支援を実施す
ること，そのために必要な情報を運営推進会議のメンバーから引き出したり，方策を会議の場で
協議したりすること，などが今後の課題である．
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　運営推進会議の有用性・有効性について，管理者たちは会議が事業所を地域に開かれたものに
するために有効な手段であると肯定的に捉えていることが，表 4からわかる．そして，会議が
サービスの質の維持・向上に役立つか，地域との摩擦の防止に寄与するか，地域の人的・物的資
源の掘り起こしにつながるか，ということに関して，A群の管理者は B群の管理者よりも肯定
的である．これらの項目は，運営推進会議の機能として期待されるものであり，看取り介護の促
進にも寄与する．全体として運営推進会議の機能は肯定的にとらえられているが，看取り介護の
促進のために，また認知症高齢者支援のためにも，会議の一層の活用が期待される．
　３　管理者の専門性認識と実践について
　管理者たちは，職務に支障のない程度の会計に関する知識を有してはいるものの，その多く
を，現職に就任後，事業の運営管理に関する経験を積むなかで実践的に獲得していると考えられ
る．また，保持資格が介護福祉士のみの管理者が全体の 74％を占めており，介護福祉士が経験
を積む中で事務処理力や統率力を身につけ，それらを評価され，管理者として登用されていくと
いうキャリアパスが見えてくるが，これは，吉田（2011）が整理した介護職のキャリア志向の類
型とも合致する．
　管理者の専門性はどこにあるかという質問に対する回答で，A群と B群に差が見られたのは，
人材確保のみであった．看取りを実践することは大きなやりがいにつながるが，責任も伴う．先
行研究にも示されているように，看取りを積極的に実施している事業所の管理者には，看取りの
実施に伴って生じるさまざまな事態に対して責任を負う覚悟がある．そして管理者は，その責任
を分担する人材を確保したり，養成したりしなければならない．A群の管理者はそのことを認
識し，また実際にそのような人材を確保している（表 5）と言うことができる．
　管理者たちは，自治会・行政機関・民生委員との関係構築，そのための地域貢献，人材開発と
人材活用，職員の処遇改善，地域のネットワークづくり，などに取り組んでいる（表 5）．また，
ボランティアを有効に活用したいと考えており（表 5・6），地域住民との交流に努めている（表
6）が，A群の管理者は B群の管理者よりも，行政機関との関係構築や地域貢献に努め，ボラン
ティアを活用し，地域の福祉ニーズの掘り起こしやネットワークづくりを行い，事業所内では，
人的資源の確保とともに人材開発や処遇改善にも積極的に取り組んでいる（表 6・7）．しかし，
地域資源の発掘や新たな資源の構築，利用者家族の組織化や地域住民の啓発，といったことへの
取り組みは，どの管理者にとっても困難であることが窺われる．ただし，A群の管理者は，地
区の自治活動への協力，物的・人的資源の活用，地域との関係構築，地域のネットワークへの事
業所としての加入，地域ニーズの掘り起こし，について努力目標とすることに留まらず，具体的
な工夫を行って実行している（表 6）．これらは，ソーシャルワークの中でも高度なスキルが求
められる実践であり，看取り介護はもちろんのこと，サービスの質向上に確実に寄与する． 
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　４　結論と今後の課題
　まず本研究は，限られた地域で実施された調査データを用いて行ったものである．また，調査
票の妥当性の検証は，不十分である．回収率も高いとは言えず，回答を得られなかった事業所に
おける看取り介護の実施状況や看取り介護指針の策定状況，管理者の考え方や行動が，ここで示
した内容と異なる可能性がある．その上で，看取り介護指針を管理者を中心とした関係者の協議
により策定している認知症グループホームと小規模多機能型居宅介護事業所は，未策定の事業所
よりも，看取り介護の実施体制を整備するとともに，運営推進会議を活用してステークホルダー
との関係構築に努め，ニーズの掘り起こしなど高度なスキルを必要とする実践にも取り組んでい
ることが明らかになった．関係者の協議による指針の策定にはリーダーシップが必要であること
から，管理者のリーダーシップと運営推進会議の活用は，これらの事業所において看取り介護を
促進する要件であると考えられる．
　リーダーシップに関する理論は，かつては理想のリーダー像を探るものが主流であったが，ス
タッフの構成や組織を取り巻く環境は一定ではあり得ないことから，状況に着目する条件適合理
論が多く用いられるようになっている．条件適合理論は，仕事への部下の習熟度と，指示から放
任に至る上司の姿勢という二つの軸を設定してリーダーシップを類型化するものであり，これに
よって，指示―説得―参加―委任というリーダーシップの段階を提示する（Hersey, Blanchard, 
& Johnson, 1996）．参加型リーダーシップは，ある程度仕事に習熟したスタッフを想定した，
コミュニケーションを重視する協議型モデルである．この型のリーダーシップは，問題解決のた
めの自発的な小集団を組織内に誕生させ（Lewis, Packard, & Lewis 2012）．スタッフが知識や
スキルを主体的に獲得するよう促す，主体性にもとづく学習は，チームの形成やアイデアの共
有，専門職間の摩擦の軽減などにつながり（Pine, Warsh, & Maluccio 1998），事業所を環境変
化に強い組織にする（Senge, 1990）．ソーシャルワークは，クライエントの自律やエンパワメン
トを重視するが，ワーカーの主体性やエンパワメントを促進することもまた，ソーシャルワーク
の価値に合致する．クライエントとワーカー双方のエンパワメントが必要であることは，北野
（2015）によっても指摘されており，渡辺・宮崎（2016）は，管理者による個々の職員に合わせ
た支援を配慮型リーダーシップと呼び，そのようなリーダーシップが介護職員のストレス軽減に
必要であると述べている．
　今回の調査では管理者の多くが介護福祉士であったが，管理者に必要な技術は運営管理，すな
わちソーシャルアドミニストレーションやマネジメントの技術である．Menefee（2001）は，と
りわけ組織内外のステークホルダーとの関係が事業運営の鍵であることを指摘しており，管理者
の役割については，古くは Patti（1977）が，またMenefee（2001）や Austin & Kruzich （2004）
がその定義や枠組の整理を行っているが，今後，看取りの促進に加え，サービスの質の総合的向
上のために，また管理者のソーシャルワーカーとしての実践力の向上に資するためにも，我が国
の事情に即した，理事会と管理者の関係やそれぞれのステークホルダーと管理者の関係を解明す
る研究を行う必要がある．
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　Ⅵ　おわりに
　家族と共に暮らすこと，家族に頼ることがあたりまえであった時代は過ぎ，高齢者の一人暮ら
しは今後も増え続けるであろう．成人した子どもと同居している場合も，家族には迷惑をかけた
くないという意識が定着したように思える．そして，認知症であっても自宅で支援を受けなが
ら，あるいはなるべく自宅に近い環境で，最期まで暮らし続けることができるようにすることが
必要である．認知症グループホームや小規模多機能型事業所は，そのための重要な資源であり，
介護職が看取りの知識とスキルを獲得し，不安を払拭し，互いに協力すれば利用者を最期まで世
話することができると思えるように，管理者は尽力しなければならない．求められるのは，介護
職が看取ることに対する，利用者とその家族からの支持であり，地域や社会の理解である．管理
者はソーシャルワークのアドミニストレーターとしてのリーダーシップを発揮し，事業所内では
スタッフと共に看取り介護の実施環境を整え，介護職を支えるとともに，事業所外のステークホ
ルダーに対しては，運営推進会議を活用して看取り介護への理解と支持を獲得することに努めな
ければならない．
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